
財務諸表に対する注記

１． 重要な会計方針

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

保有する有価証券　：　時価法による。

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

アイソトープ他　：　最終仕入原価法による。

（３） 固定資産の減価償却の方法

建物（平成10年4月1日以降取得分のみ）及びソフトウエア ：　定額法による
建物（上記を除く）建物付帯設備、造作、構築物、機械器具備品
及び車両運搬具 ：　定率法による。

（４） 引当金の計上基準

退職給与引当金　：　期末退職給与要支給額基準に相当する金額及び退職
　　　　　　　　　　　　　 年金過去勤務債務の金額

貸倒引当金　　　　：　税法基準による。

（５） 消費税等の会計処理

税抜き方式による。

２． 会計処理の変更

当年度より新公益法人会計基準による。



３． 特定資産の増減額及びその残高

　　　（単位：円）
　　科　　　　目 　　前期末残高 　　当期増加額 　　当期減少額 　　当期末残高

減価償却引当有価証券 8,773,000,000 165,000,000 243,000,000 8,695,000,000
退職給与引当有価証券 1,559,000,000 36,000,000 0 1,595,000,000
引取線源処理処分引当 2,505,000,000 178,000,000 89,000,000 2,594,000,000
有価証券
廃棄物処理処分引当有 19,824,000,000 1,200,000,000 844,000,000 20,180,000,000
価証券
積立有価証券 2,400,000,000 160,000,000 0 2,560,000,000
投資有価証券 7,648,341,221 0 5,182,471,921 2,465,869,300

　 　 合　　　   計 42,709,341,221 1,739,000,000 6,358,471,921 38,089,869,300

４． 特定資産の財源等の内訳

　　　（単位：円）
　　科　　　　目 　　当期末残高 （うち指定正味財産（うち一般正味財産（うち負債に対応

　からの充当額） 　からの充当額） 　する額）

減価償却引当有価証券 8,695,000,000 0 8,695,000,000 0
退職給与引当有価証券 1,595,000,000 0 1,595,000,000 1,595,000,000
引取線源処理処分引当 2,594,000,000 0 2,594,000,000 0
有価証券
廃棄物処理処分引当有 20,180,000,000 0 20,180,000,000 10,704,183,390
価証券
積立有価証券 2,560,000,000 0 2,560,000,000 0
投資有価証券 2,465,869,300 0 2,465,869,300 151,497,908

　 　 合　　　   計 38,089,869,300 0 38,089,869,300 12,450,681,298

５． 担保に供している資産

なし。

６． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　　（単位：円）
　　科　　　　目 　取　得　価　額 減価償却累計額 　　当期末残高
建               物 2,552,942,872 1,940,213,060 612,729,812
建物 付帯 設 備 1,133,045,219 994,883,199 138,162,020
造               作 65,484,763 59,080,307 6,404,456
構      築      物 827,083,920 624,756,502 202,327,418
機械 器具 備 品 5,414,458,313 4,644,363,124 770,095,189
車  両 運 搬  具 5,881,000 4,908,150 972,850
ソ フ ト ウ  エ  ア 700,898,315 229,233,874 471,664,441
繰　 延 　資 　産 381,432,232 380,746,565 685,667
　 合　　　   計 11,081,226,634 8,878,184,781 2,203,041,853



７． 保証債務等の偶発債務

なし。

８． 関連当事者との取引

なし。

９． 重要な後発事象

なし。

10．各種引当有価証券の内訳

（１） 減価償却引当有価証券 8,695,000,000 円

　建物等の有形固定資産の更新に備えて、その減価償却額に相当する額を引当
てた有価証券。

（２） 退職給与引当有価証券 1,595,000,000 円

　職員及び役員の退職に際して支払われる退職金に備えて引当てた有価証券。

（３） 引取線源処理処分引当有価証券 2,594,000,000 円

  引取った使用済線源の処理・処分費用に備えて引当てた有価証券。

（４） 廃棄物処理処分引当有価証券 20,180,000,000 円

　RI廃棄物の処理施設の建設及び未処理廃棄物の処理経費並びに処理済保管
体の処分経費に備えて引当てた有価証券。

（５） 積立有価証券 2,560,000,000 円

　本部建物の建設に備えた有価証券。

（６） 投資有価証券 2,465,869,300 円

RI設備の建設及び予備資金に備えた有価証券。


